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はじめに

魚沼市は、平成 16 年 11 月に堀之内町、小出町、湯之谷村、広神村、守門村、入広瀬

村の６か町村が合併して誕生しました。この合併の過程において新市の将来像を「人と

四季がかがやく雪のくに」と定め、合併後の平成 18 年 3月には、将来像の実現に向けて

第一次魚沼市総合計画を策定しました。

第一次魚沼市総合計画は、基本構想、基本計画（前期、後期）及び実施計画をもって

構成し、平成 18 年度から平成 27 年度までの 10 年間を計画期間としており、現在は

後期基本計画に取り組んでいます。

この後期基本計画を策定するにあたり、その基礎として作成した “魚沼市成長戦略”の

３本柱の一つには、森林資源を活かし働く場と収入の確保を目指す「森林資源の再起用」

が位置付けられており、後期基本計画においても「里山や山林を活かした林業の再生」の

項において、先人が育て守ってきた魚沼市の森林を、里山の再生や森林整備を通じて次世

代に引き継いでいくとともに、木質資源の有効活用や新たな雇用の創出を目指すことと

しています。

後期基本計画を受けて、魚沼スギの確立と林業の６次産業化による雇用確保、資源活用

拡大などの取組を「魚沼市版緑の分権改革プロジェクト」と位置付け、平成 23 年度から

関係機関、関係団体と検討を進めてきました。

本方針は、「魚沼市版緑の分権改革プロジェクト」を将来にわたって推進し、魚沼市の

森林や林業を再生していくための手順や方策をまとめたものです。
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（用語について）

本書には、森林・林業に関する専門的な用語が含まれているため、参考資料に

用語集を掲載しています。

用語集掲載の単語は、本文内の最初の箇所のみ下線で示しています。
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１ 地 勢

本市は、新潟県の南東に位置し、東は福島県、南は群馬県に接していて、総面積は 946.93

㎢と新潟県全体の 7.5％を占めています。

市の中心部には鮎・ウグイ・カジカなど数多くの魚が生息する魚野川、その支流の破

間川、佐梨川、羽根川が流れ、南部には平成 19 年 8 月に誕生した尾瀬国立公園があり、

本市は新潟県側からの尾瀬への唯一の玄関口となっています。

また、全面積のうち約 84％を森林が占めており、森林面積は新潟県第 2 位となってい

ます。

２ 人口と産業

本市の人口と世帯数は、平成 22 年の国勢調査で 40,361 人、13,075 世帯となっていま

すが、人口は年々減少傾向にあり、少子高齢化が進んでいます。

産業については、林業・農業などの第 1 次産業の就業人口については、昭和 30 年頃か

ら昭和 60 年頃にかけて急激に減少し、現在は就業人口全体の 10％程度となっています。

一方、第 2 次産業、第 3 次産業の就業人口は第１次産業の減少に反比例して昭和 30 年

頃から昭和 60 年頃にかけて増加しましたが、近年は人口の減少に合わせて減少している

状況です。

Ⅰ 魚沼市の特徴
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図１ 人口と世帯数の推移

図２ 産業別就業人口の推移

３ 自然特性

西を魚沼丘陵、東を三国山脈に挟まれた魚沼盆地の北方に位置する魚沼市は、夏は高

温多湿、冬は 3 メートルもの積雪がある豪雪地帯です。

図３ 年別降雪量 最大積雪深
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１ 森林の現状

(1) 森林全体の状況

本市の森林面積は 79,774ha であり、土地面積に対して 84％と極めて高くなって

いますが、その大部分を落葉広葉樹林が占めており、人工林の占める割合は 8％程度と

なっています。

その大きな理由としては、急傾斜地が多いうえに冬季の重く湿った雪による積雪被

害があることから、品質、成長量、生産性などの低さが起因していると考えられます。

所有形態別では、国有林が 28,025ha（35％）、民有林が 51,749ha（65％）であり、

民有林の人工林面積は 5,288ha と、人工林率は 10％程度となっているほか、森林所有

者の大部分は 5ha 未満の小規模所有者になります。

また、広大な森林面積を有しているものの、木材価格の低迷などによる林業採算性

の低下や高額な保育費用、過疎化・高齢化に伴う担い手の減少などにより、民有林の

うち個人所有林などでは森林資源の利用が減少し、手入れが行き届かず荒廃が進み、

森林の有する公益的機能が十分に発揮できないだけでなく、林業の衰退にも繋がって

きています。

(2) 人工林の状況

民有林のうち人工林の資源賦存量は約 150 万㎥(平成 24 年)で、大部分がスギとなっ

ており、齢級別の材積としては戦後に植林された 40～50 年生が多い一方、80 年生を

超えるものも多く、50 年生以上の材積量は 90 万㎥程度となっています。

本市のスギの特徴としては、雪圧に伴い幹が筍状となるため、柱材として活用する

には 80 年生以上が必要と言われており、根曲りや枝、節の発生により、歩留まりも

悪くなっています。しかしながら、長寿で年輪のキメが細かく、産地によっては赤身

などの特徴もあります。

森林所有者の内訳については、公有林、公社・公団造林地が 59%を占め、その他

私有林のうち記名共有林、生産森林組合が所有している割合が約 20％と高くなってい

ます。

(3) 天然林の状況

民有林のうち天然林の資源賦存量は約 510 万㎥(平成 24 年)で、大部分が広葉樹と

なっており、材積量としてはスギの 3 倍以上の量を有しています。齢級別の材積は、

広葉樹全体で 50 年生以上が大半を占めており、75 年生以上でみても 170 万㎥と豊富な

資源量を有しています。

また、樹種としてはブナ、ナラ、カエデ、ホウノキ等がありますが、樹種別の材積

量や搬出の可能性(林道条件等)については不明な部分も多く、樹種を限定した広葉樹

の活用は難しい状況です。

Ⅱ 森林・林業を取り巻く状況
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図４ 魚沼市の森林状況
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図５ 人工林・天然林の林齢構成

図６ 魚沼市の保有山林面積別林家数
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２ 林業の現状

(1) 林業を取り巻く状況

本市の林業を取り巻く状況は、以前は国の拡大造林政策による針葉樹の植林作業や、

薪炭林伐採作業で多くの人が林業に従事していましたが、現在は、林業従事者の高齢化

や木材価格の低迷などの社会的条件や、森林所有者の林業に対する意欲の低下などから、

林業の従事者は大幅に減少している状況です。

木材の需要については、新興国の経済発展に伴う木材需要量の増大などにより外材輸

入のリスクが高まり、国内では国産材に期待する傾向が高まってきていますが、本市に

おいては人工林の多くが手入れがされてこなかったことにより、品質はあまり良いもの

とはいえず、建築材としての流通量については非常に少ない状況です。

また、天然林については、以前は薪炭材等として多くの利用がありましたが、化石燃

料への移行が進んできたことにより、近年、薪の需要は微増傾向にはあるものの以前と

比較して大幅に利用が減少している状況です。

(2) 森林整備の状況

① 人工林（針葉樹）

植林については、古くから自宅用建材への活用や、戦後の拡大造林の推進により、

スギの植林がなされてきたことから、市内の植林可能な所はほとんど植林されていま

す。しかし、主伐がほとんど実施されていないため、新植作業は現在ほとんど行われ

ていないのが現状です。

保育については、公有林においては、森林整備計画に基づき、適切な保育作業が実

施されてきました。

一方、私有林においては、以前は将来の価値ある財産として下草刈り、枝打ち等の

保育作業が実施されていましたが、保育作業に経費や手間が生じることから、森林所

有者の管理意識が薄れてきたことに加え、木材価格の低迷等が拍車をかけたことによ

り、適正な保育が行われていないところが多くなっています。併せてその後、適正な

間伐が実施されてこなかったことから、立木がうっ閉している状態です。

また、市内における森林の状況においては、現在、森林の地理情報システム（GIS）

によって、面積、材積、位置、林齢等については、おおまかに把握されてはいるもの

の、保育の状況や樹木の生育状態までは把握できていない状況です。

主伐については、公有林においては、伐期が到来しているスギが存在するものの、

木材価格の低迷により販売益が生じないなどの理由から、主伐が進んでいない状況で

す。また、私有林においても、販売収入で伐採経費を賄えないことなどの理由により

主伐が進んでいない状況です。

② 天然林（広葉樹）

以前は薪・木炭などの自家用燃料やパルプの原料として伐採されていたものの、化

石燃料への移行などにより、伐採がされず、里山を中心とした天然林の整備も進んで

いない状況です。整備がされず里山が荒廃してきたことから、鳥獣被害が発生する原

因にもなっています。
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(3) 素材生産の状況

① 人工林（針葉樹）

平成 21 年度に国が公表した「森林・林業再生プラン」において、木材需要 50%を目

標としたことにより、切捨て間伐から利用間伐へと移行し、木材の活用の推進が図ら

れてきましたが、地元産木材（スギ材）は、木材価格の低迷などにより、手入れがさ

れてこなかったことから、品質はあまり良いものとは言えず、建築材として利用でき

る部分の比率は、他地域と比較して低い状況です。このようなこともあり、流通面に

おいても市場に出回る地元産木材は極めて少なく、現在は地元産木材の流通体制が整

備されていないことや需要の低さなどから、地元産木材の利用が進んでいない状況で

す。

また、建築材以外では、合板や製紙用チップのほか、木質ペレット・薪などの木質

バイオマス燃料として利用されていますが、こちらも大量消費には至っていない状況

です。

加工等の技術面では、地元産木材の活用にあたり、以前は曲げわっぱ等の伝統的な

技術を持つ者が多くいましたが、後継者不足やニーズの減少により、伝統技術の継承

が危ぶまれています。また、日常的な消費が少ないことから、出口（販路）の確保が

難しい状況となっています。

② 天然林（広葉樹）

化石燃料への移行により木材の利用が減少していますが、近年は、木質バイオマス

燃料への活用の推進により薪、木炭、木質ペレットなどの木質バイオマス燃料への利

用が増加しつつあります。

しかし、木炭については、市内外に需要はあるものの、後継者不足等から年々生産

量が減少している状況です。

図７ 魚沼市の林業の状況
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図８ 魚沼市の素材生産・流通等の状況

図９ 素材需要状況
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１ 森林の課題

(1) 森林全体の課題

森林の有する水源かん養や土砂流出防止、レクリエーションなどの多面的機能（参

考資料参照）を発揮させるためには、森林・林業に対する理解が必要であることから、

市民への森林・林業に関する啓発活動や教育の推進及び、市民が積極的に森林に関わ

る体制作りを進めていく必要があります。このためにも、境界が不明瞭な林地や権利

関係が不明確な林地の明確化が必要であり、併せて林地状況を把握していく必要があ

ります。

また、里山整備により、豊かな里山の再生を図るとともに、鳥獣被害の防止に努め

る必要があります。

(2) 人工林の課題

森林の有する多面的機能を発揮させるとともに良質材を生産するため、早急に間伐

等の適切な森林整備を実施するなど、森林資源の適正な管理に努める必要があります。

また、地形等の問題により手入れが行き届かず荒廃した人工林においては、間伐を

行い、必要に応じて広葉樹を植栽する等、針広混交林化を促し、多様な生物が生息

する森林づくりに配慮するとともに、災害に強い森林づくりを進める必要があります。

(3) 天然林の課題

森林の有する多面的機能を発揮させるため、森林資源の適正な管理に努めるととも

に、有効活用を図るため、林地状況を把握しながら伐採をしていく必要があります。

２ 林業の課題

主伐が進まなかったことで、木材として利用可能な伐期が到来した人工林が増加して

いることから、伐期が到来している森林の主伐を進めるとともに、伐採地には新たな植林

を行い、適正な保育を行うことで品質の良いものに育てていく必要があります。

このような森林施業を実施するには、境界や権利関係を明確にする必要があり、併せ

て林地状況を把握していく必要があります。

また、木材価格の低迷により持続可能な森林経営が難しくなっていることから、森林

施業の低コスト化や集約化による効率化を推進するとともに、森林施業の促進を図るため、

補助事業等の検討により森林所有者の負担軽減について検討していく必要があります。

現在は、市内に流通する地元産木材はほとんどない状況でありますが、今後、地元産

木材の積極的活用や販路拡大に向けて、流通体制の整備と安定供給できる体制づくりを

進めていく必要があります。

Ⅲ 森林・林業の課題と課題解決に向けた取組
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そのためには、建築材、木質バイオマスエネルギーへの活用や多様な商品ニーズへの

対応などにより、森林資源を活用することで出口の確保の対策を進めるとともに、山菜や

きのこなどの林内副産物の利用の検討などにより、持続可能な林業の再構築を図り、林業

関連産業の活性化を図っていくことが、重要な課題となっています。

併せて、森林資源を有効活用するため、林業従事者の人材育成や後継者育成などを

図りながら雇用の拡大に努めていく必要があります。

３ 課題解決に向けた取組

(1) 国の取組

国では森林・林業の再生を目指す指針として「森林・林業再生プラン」を策定し、

「森林の有する多面的機能の発揮」、「林業・木材産業の地域資源創造型産業への再生」、

「木材利用・エネルギー利用拡大による森林・林業の低炭素社会への貢献」を基本理

念として、2020 年の木材需給率 50％以上を目指しています。

「森林・林業再生プラン」を具現化するために、林業経営・技術の高度化として、

作業システムの構築や人材育成、基盤整備、森林資源の活用として、国産材の加工流

通構造の改革や木の社会への転換を実現するための木材利用の拡大、制度面でのルー

ル整備、国有林の活用などに取り組んでいます。

また、公共建築物への利用促進をめざし、「公共建築物等における木材の利用の促進

に関する法律」を整備しました。

(2) 新潟県の取組

新潟県では、森林・林業・木材産業分野の推進計画として「新潟県森林・林業・木

材産業振興プラン」（以下「プラン」という）を策定し、県の森林・林業が目指す姿

として「森林の有する多面的機能の発揮」と「林業の持続的かつ健全な発展」を掲げ、

その実現に向けた取組を進めています。

また、プランの課題の中から、現在、森林組合等林業事業体の経営の安定化を目指

し、森林所有者の収益を拡大する「低コスト利用間伐の実現」に向けた取組を重点的

に進めています。

具体的には、森林所有者の合意形成により設定される「低コスト利用間伐団地」に

おいて生産基盤（路網）の整備や高性能林業機械化を推進し、集中的な間伐を進めて

います。これにより、人材育成や低コスト作業システムの定着を図り、将来の主伐時

の低コスト化も併せて可能となり、森林所有者の森林経営意欲の増進が期待されます。

(３) 魚沼市の取組

魚沼市では、「魚沼市版緑の分権改革プロジェクト」の取組において、プロジェクトを

官民協働で進めるため、市民で構成する「緑の分権改革推進会議」及び庁内の関係担当者

で構成する「緑の分権改革庁内推進会議」を開催し、衰退した林業の活性化と資源の有効

活用及び森林の有する多面的公益的機能の発揮を目指した取組の検討を進めています。

また、関係機関・関係団体等と連携を図りながら、「私有林の間伐のモデル実施」、
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「地元産のスギ材のＰＲ」、「木質バイオマスエネルギーの利用促進」、「地元産のスギ材を

活用した商品開発」、「ストックヤード（木材集積場）の整備に向けた調査」などの事業を

実施しています。

これらの事業を長期的・総合的に行っていくために、中長期的に目標を設定し、この目

標に向かって取り組んでいきます。
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Ⅳ 魚沼市森林・林業再生方針
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1 森林・林業再生方針の考え方

(1) 目的

現在の森林・林業を取り巻く情勢は非常に厳しいものとなっていますが、このよう

な中で今後、先人が育て守ってきた魚沼市の森林の様々な恵みを次世代に引き継ぎ、

活用していくためには、理想とする森林・里山の将来像や林業が目指すべき姿を示し、

総合的・計画的に施策を展開していく必要があります。

また、林業の再生には、第 1 次産業である林業のみでなく、第 2・3 次産業にわたり

森林資源を活用し、活性化を進めることで「林業の 6 次産業化」を図っていく必要が

あります。

このため、森林・里山を活用した地域活性化を目指した中長期の方針を策定し、雇

用の拡大と地域の活性化を図り、活気ある魚沼市を創っていくものです。

(2) 計画期間

森林は長い年月をかけて形成される「百年の計」であることから、魚沼市の 100 年

後の望ましい森林・林業の姿を示し、この先 10 年間を短期、30 年間を中期、50 年を

長期として、それぞれ取り組んでいく方針を定めていきます。

短期の取組、中期の取組を継続していくことにより、概ね 50 年後には一定の成果

及びサイクルを確立し、そこからの 50 年については、これまでの取組を循環、継続し、

100 年後の森林・林業が再生する姿を目指します。

2020 年 2040 年 2060 年 2110 年

短期方針(10 年)

中期方針（30 年）

長期方針（50年）

森
林
・
林
業
再
生

サ

イ

ク

ル

確

立

100 年の計（望ましい森林・林業の姿）
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(3) 他の計画等との関連

本方針は市の最上位計画である「第二次魚沼市総合計画」及び「魚沼市森林整備計

画」をはじめ、「魚沼市環境基本計画」や「魚沼市バイオマス活用推進計画」等の他の

計画との整合・連携を図るとともに、方針策定後は、森林・林業の再生を実現してい

くために、関係課等との連携、整合性を図りながら、関連する各計画への反映を図る

など、具体的な計画づくりを行っていきます。

また、本方針は 100 年後を想定した長期の計画であり、「第一次魚沼市総合計画」の

終了後においても継続するものであることから、引き続き次期総合計画等への反映を

図っていきます。

第二次魚沼市総合計画（平成 28～令和 7年度）

人と四季がかがやく 雪のくに

魚
沼
市
森
林
・
林
業
再
生
方
針

・魚沼市森林整備計画

・魚沼市鳥獣被害防止計画

・魚沼市環境基本計画

・魚沼市バイオマス活用推進計画

・魚沼市地球温暖化対策実行計画

連携

・魚沼市地域防災計画

・魚沼市危機管理指針

・学校教育方針等

整合

・その他計画等
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２ 基本方針

(1) 基本的事項

森林の有する多面的機能を発揮させるとともに、衰退した林業の活性化及び資源

の有効活用に向けて、100 年後の魚沼市の森林・林業のあるべき姿を設定し、新潟県

と連携を図りながら「森林の有する多面的機能の発揮」及び「林業の持続的かつ健全

な発展」の実現に向けて、森林・林業の再生に向けて推進します。

(2) 目指す姿

① 森林の有する多面的機能の発揮

森林は、生物多様性の保全、土砂災害の防止、水源のかん養、保健休養の場の提供

などの極めて多くの機能を有していることから、「健全で多様な森林づくり」、「市民

の参加と理解の促進」、「身近な森林の維持と活用の促進」の取組により、「森林の有

する多面的機能の発揮」を目指します。

区分 目指す姿

「健全で多様な森林づくり」 ・地域の特性に応じた森林整備と森林の保全

「市民の参加と理解の促進」

・森林と林業の教育の推進

・連携と協力による森林づくり活動の推進

・地元産木材の利用と森林整備の理解の促進

「身近な森林の維持と活用の促進」
・多様な利用と自然環境の保全に配慮した森林整備の

推進

健全で多様な森林づくり

◆地域の特性に応じた森林整備と森林の保全

地域の状況に応じて期待される役割を踏まえながら、森林の有する多面的機能を高

度に発揮させるため健全な森林づくりを推進します。

中でも、水源かん養機能及び土砂災害防止機能の役割は大きいことから、水土保全

機能を損なわない施業の実施をしながら、強度間伐の実施による針広混交林への誘導

や保安林機能の強化に努めます。

市民の参加と理解の促進

◆森林と林業の教育の推進

林業の再生を推進するうえで、森林の持つ水源かん養や二酸化炭素吸収など、森林

の有する多面的機能の認識を市民から持っていただくため、市民一人ひとりが森林に

関心を持ち、森林のもつ機能や役割を理解してもらえるよう、啓発活動を行います。

また、森林を活用した体験学習や林業体験、自然観察会など、子どもたちの環境学

習の推進を図り、森林などに関する知識普及に努めます。
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◆連携と協力による森林づくり活動の推進

行政、森林所有者、林業・木材関連産業、市民・地域コミュニティ、企業・団体等、

NPO・森林ボランティアなどの関係者が、次に掲げるそれぞれの役割や立場を認識しな

がら必要に応じて連携、協力し、森林づくり活動を推進します。

○森林所有者

所有する森林が公益的機能をもつことを理解し、適切な管理を行うことで、地域の

環境保全につなげます。

○林業・木材関連産業

森林所有者の適切な森林管理を促進するとともに、地元産木材の活用を促進するこ

とで地域の活性化につなげます。

○市民・地域コミュニティ

一人ひとりが森林に関心を持ち、森林の持つ機能や役割を理解し、森林との関わり

をもつとともに、地元産木材を積極的に活用することで、環境の保全、地域の活性化

につなげます。

○企業・団体等

市民の一員として森林に関わることで、環境の保全、地域の活性化につなげます。

○NPO・森林ボランティア

活動を通じて、森林の持つ機能や役割に関することを市民に伝え、市民と森林との

ふれあいを推進することで環境保全につなげます。

○行政

森林所有者をはじめとした関係者とのネットワークを構築しながら、森林整備の取

組を行うとともに、森林・林業に関する情報を発信していくことで、森林の維持と利

用拡大を目指します。

◆地元産木材の利用と森林整備の理解の促進

外国産木材の流通に押され、疲弊している林業の再生や地産地消による地域の活性

化を目指し、地元産木材の活用を促進します。

また、市民が木に触れ合う機会を増やし、木の良さや大切さを学ぶことができる場

を提供するため、公共建築物への地元産木材の積極的な利用を推進します。

併せて、森林・里山の荒廃の影響による鳥獣被害など森林整備の重要性を市民に周

知し、森林整備の理解を促進します。

身近な森林の維持と活用の促進

◆多様な利用と自然環境の保全に配慮した森林整備の推進

手入れがされず荒廃してきた里山の再生に向けて整備を行い、薪や木炭などの木質

バイオマスエネルギーの利用の定着、きのこや山菜等の林内副産物の利用の促進及び

生産の拡大を図るとともに、景観や自然環境を活用した森林レクリエーションなどに

よる、うるおいの場や環境体験学習の場として有効活用を推進します。

また、生物の多様性保全による豊かな里山と景観の整備に努めるとともに、里山は

鳥獣と人との境界線であることから、林業と農業の連携により里山の整備を行い、鳥

獣被害の防止に努めます。
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<管理された人工林> <針広混交林化した森林>
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② 林業の持続的かつ健全な発展

木材等を供給（素材生産）するためのフィールドを「川上」（第 1 次産業）、生産

された木材等を加工・流通するためのフィールドを「川中」（第 2 次産業）、「川上」

及び「川中」で生産された製品等を消費するフィールドを「川下」（第 3 次産業）と

位置づけ、「川上」から「川下」まで流れることで「林業の 6 次産業化」を図り、「林

業の持続的かつ健全な発展」を目指します。

区分 目指す姿

「川 上」（第１次産業）

・森林循環サイクルの確立

・良質材の生産と安定供給体制の確立

・生産基盤の整備と所得の向上

・関連産業の雇用の拡大

「川 中」（第２次産業）
・安定供給体制の確立とブランド化への取組

・販路の拡大と関連産業の雇用の拡大

「川 下」（第３次産業）

・地元産木材の利用の定着

・木質バイオマスエネルギーの利活用の定着

・林内副産物の利用の促進

木材等を供給（素材生産）する「川上」の発展

◆森林循環サイクルの確立

林業の６次産業化に向けた取組として「植える・育てる・伐る・使う」の森林循環サ

イクルの構築による持続可能な林業経営の確立を目指した森林の造成と素材生産から

加工・流通までの川上から川下へ木材が流れる仕組みづくりや需要拡大にいたる政策を

総合的に推進します。

◆良質材の生産と安定供給体制の確立

人工林においては、良質材を目指した取組を進めるにあたり、現在ある資源を積極

的に活用することで、荒廃した森林を解消し、再造林と適正な管理を行い良質材の生

産に向けた森林の管理を促進していくとともに、素材の安定供給体制づくりを推進し

ます。

◆生産基盤の整備と所得の向上

森林所有者が森林に価値を見い出すことにより、生産基盤の整備を図り、森林を活

用した所得向上が図られるよう取り組みます。

◆関連産業の雇用の拡大

森林循環サイクルによる森林施業を積極的に行うことにより、森林組合等の林業関

連産業の活性化を図るとともに、森林管理の植林から主伐までの長期にわたる受託体

制の構築を検討しながら、林業関連産業の安定的な事業量の確保及び林業収入の増大

への取組を推進し、林業従事者の育成と雇用拡大を進めます。
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木材等を流通・加工する「川中」の発展

◆安定供給体制の確立とブランド化への取組

川上から供給される素材を加工し、川下への安定供給体制づくりを推進します。

また、ブランド化に向けた取組として、付加価値の検討や多様な製品ニーズへの対応

について検討を進めます。

◆販路の拡大と関連産業の雇用の拡大

ストックヤードの整備を進めることにより、川上から川下までの連携が強化される

とともに、製品の保管や管理業務等の新たな雇用が見込まれます。

また、将来的に多様な木材商品ニーズに対応していくため、伝統技術の継承や新商

品の開発などを進めることにより、木材の加工や流通など関連産業の人材の育成と雇

用の拡大を図ります。

その他、木質バイオマスエネルギーの供給体制の構築に向けた取組を推進すること

により、燃料となる木材の運搬、加工に関する雇用も見込めることから、消費の拡大

も推進します。

<立木の伐採作業> <伐採木の集材作業>

<地元製材業者による製材作業> <製品の自然乾燥>
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木材等を消費する「川下」の発展

◆地元産木材の利用の定着

「魚沼市公共建築物等における木材利用の促進に関する基本方針」に基づき、公共

施設等への積極的利用を図るとともに、市民への情報発信や啓発活動を行い、地元産

木材の積極的な利用を促進します。

また、地元産木材を地域で利用する流れを構築することにより、運搬費等の流通コ

スト削減の取組を促進します。

併せて、市外への流通の拡大に向けた取組も推進します。

◆木質バイオマスエネルギーの利活用の定着

「魚沼市バイオマス活用推進計画」と連携し、環境循環社会への取組として、今ま

で林地に多く伐り捨てられてきた間伐材や落葉広葉樹を、薪・木炭・バイオマス発電

用材などの木質バイオマスエネルギーへの利活用を図り、定着に向けて推進します。

また、木質バイオマスエネルギーの利活用により、里山をかつてのボイ山として復

活を図ります。

◆林内副産物の利用の促進

人工林の混交林化や里山整備により、山菜やきのこなどの林内副産物の産出が見込

まれますが、それらを利用した生産体制の強化を図り、産業の活性化を目指します。

<木材チップ> <薪>

<木炭> <木質バイオマス発電所>
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３ 具体的取組

(1) 森林の有する多面的機能の発揮に向けた取組

① 健全で多様な森林づくりの取組

里地里山活用森林

森林機能
生物多様性保全機能、保健レクリエーション機能、快適環境形成機能、

文化機能

期待される役割

薪・木炭等の木質バイオマスエネルギーの活用の推進

森林レクリエーションの場の提供

森林による癒し効果の活用

生物多様性保全による豊かな里山

鳥獣被害防止（棲み分け）

森林の方向性
薪炭林としての資源活用、きのこ・山菜等の林内副産物の取得、天然

更新のサイクルができる広葉樹の天然林

森林整備の方法 適正な伐採の実施による下層の植生の発達の促進

資源活用森林

森林機能 木材等生産機能

期待される役割
木材・木質バイオマス資源の確保、木質バイオマスエネルギーの活用

の推進、木材関連産業の活性化

地域の特性に応じた森林整備と森林の保全

短

期

◆多面的機能に配慮した森林整備

森林のもつ多面的機能を発揮していくため、「里地里山活用森林」、「資源活用森林」、

「自然環境保全森林」の区分に応じて次表に掲げる内容に基づき、適切な森林整備を

行い、森林の健全化を図ります。

また、天然林については、生物多様性の観点から適度な森林整備が必要であると

考えられますが、現在の森林状況の把握がなされていないことから、森林の現況調

査を実施します。

中

期

◆森林整備サイクルの確立

多面的機能を継続して発揮させていくため、地域の特性に応じた森林整備を継続

して実施していくサイクルの確立を図ります。

また、過度な伐採の防止などについて監視や評価などを行う必要があることから、

モニタリング体制の構築を図り、適切な森林管理を図ります。

長

期

◆森林の適正な管理

森林整備サイクルが確立され、森林の適正な管理の定着を図ります。
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森林の方向性 資源循環が可能な地域ではスギを中心とした針葉樹の人工林

森林整備の方法 木材の低質化防止を目的とした継続する保育

自然環境保全森林

森林機能 水源かん養機能、土砂災害防止・土壌保全機能、生物多様性保全機能

期待される役割
多様な生き物の生息する場、災害防止、水源かん養、自然環境・自然

景観の保全

森林の方向性

浅い根、深い根などの性質をもつ多様な樹種の生育により公益的機能

が高く、多様な生き物が生息する針葉樹と広葉樹の混交林

自然環境に応じた広葉樹の天然林

森林整備の方法 更新伐等の実施による針広混交林への誘導

<ブナ林 末沢地区>

<スギ林 堀之内地区>



- 25 -

② 市民の参加と理解の促進

森林と林業の教育の推進

短

期

◆森林体験学習の充実

枝打ちや炭焼き等の森林・林業の体験学習の機会を充実することにより、市民の森

林・林業に対する関心を持つ取組を推進します。

また、子どもたちへの体験学習を実施することにより、森林・林業に対する知識を

与え、環境に対する興味を持ち、行動につなげていくための取組を推進します。

◆森林環境教育の推進

小中学校における学校教育の場において、森林を活用した森林・林業に関する環境

学習への取組を推進します。

◆森林レクリエーション活動の推進

自然観察、キャンプ、ハイキング、登山など、森林や里山を活用した野外レクリエ

ーション活動を推進します。

中

期

◆森林体験学習・環境学習等の継続と定着

森林・林業に関する体験学習及び環境学習、森林を活用したレクリエーションの継

続した実施を推進し、定着を図ります。

<炭焼き作業> <キノコ菌打ち作業>

<緑の少年団による活動>
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連携と協力による森林づくり活動の推進

短

期

◆関係団体等との連携

行政、森林所有者、林業・木材関連産業、市民、企業・団体等、NPO・森林ボラン

ティアなどの関係者が、それぞれの役割・立場を認識しながら必要に応じて連携、協

力していく体制づくりを推進します。

◆市民・企業への啓発・森林づくり活動の促進

森林の有する多面的機能について、森林・林業に関するイベントや緑の募金を通じ、

市民・企業への啓発活動に努め、市民や企業の主体的な森林づくり活動を促進します。

◆森林資源・人材の活用

森林資源や森林に関わる人材の活用を図り、森林体験プログラム等の開発や森林の

オーナー制度や市民の森など市民が参加しやすい環境づくりを推進します。

また、緑の少年団の育成についても推進します。

◆自主的な森林保全活動の促進

地域コミュニティなどへの働きかけを行い、地域住民が中心となり、自主的に森林

の保全活動などの森林づくりを促進します。

中

期

◆自主的な森林保全活動の継続

継続した森林保全活動の促進により、地域住民が自主的に森林づくりを行う活動を

促進します。

長

期

◆自主的な森林保全活動の定着

継続した森林保全活動の促進により、地域住民が自主的に森づくりを行う活動の定

着を図ります。

地元産木材の利用と森林整備の理解の促進

短

期

◆地元産木材の利用と森林整備の啓発活動

地元産木材を活用することによる地域の活性化や森林整備の重要性などについて、

市報やホームページを通じた周知や地域コミュニティへの働きかけを行うとともに、

市民向けの森林体験教室など、市民が森林との関わりを持てるよう、啓発活動を推進

します。

また、森林所有者へ他地域での先進的取組や成功事例等の情報を発信し、地域の活

性化や後継者対策に繋げていくように努めます。

中

期

◆地元産木材の利用の促進と森林整備の促進

継続した啓発活動によって森林整備の重要性の理解の定着を図り、地元産木材の利

用と森林整備の促進を図ります。

長

期

◆地元産木材の利用と森林整備の定着

継続した啓発活動及び利用の促進などによって、地元産木材の利用の定着と森林整

備の定着を図ります。
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③ 身近な森林の維持と活用の促進

多様な利用と自然環境保全に配慮した森林整備の推進

短

期

◆里山整備の啓発活動

地域住民が中心となり、自主的に里山の保全活動などを行うよう、地域コミュニテ

ィなどを通じて啓発活動を行います。

◆森林資源の活用の促進

里山整備により搬出された木材の活用や、里山整備により発生する山菜やきのこな

どの林内副産物の活用を促進します。

◆鳥獣被害対策の実施

里山地域において、農業と林業が連携し、鳥獣被害の実態把握と被害地域の拡大防

止に努めます。

中
期

◆里山整備の促進

地域住民が中心となった、自主的な里山の保全活動などを促進します。

◆森林資源の活用の拡大

資源のエネルギー利用や林内副産物の利用拡大を図るため、生産体制の整備等を推

進します。

◆鳥獣被害対策の継続実施

農業と林業が連携した里山整備による緩衝帯設置など鳥獣被害防止対策を、継続し

て実施します。

長
期

◆里山整備の定着

継続した里山整備により、資源の有効活用や人と鳥獣との共存を図ります。

<地域コミュニティによる里山整備> <近年里山に出没する猿 干溝地区>
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短 期（10年）

「健全で

多様な森

林づく

り」

「市民の

参加と理

解の促

進」

「身近な

森林の維

持と活用

の促進」

・多面的機能に配慮した森林整備

・森林体験学習の充実

・森林環境教育の推進

・森林レクリエーション活動の推進

・関係団体等との連携

・市民・企業への啓発・森林づくり活動の促進

・森林資源・人材の活用

・地元産木材の利用と森林整備の啓発活動

・里山整備の啓発活動

・森林資源の活用の促進

・鳥獣被害対策の実施

・自主的な森林保全活動の促進
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中 期（10 年～30 年） 長 期（50 年） 100 年後

・森林整備サイクルの確立

・森林体験学習・環境学習等の継

と定着

森

林

・

林

業

再

生

・自主的な森林保全活動の継続

・地元産木材の利用の促進と森林整備

の促進

・里山整備の促進

・森林資源の活用の拡大

・鳥獣被害対策の継続実施

・森林の適正な管

理

・自主的な森林

保全活動の

定着

・地元産木材の利用と

森林整備の定着

・里山整備の定

着
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(2) 林業の持続的かつ健全な発展に向けた取組

【★】の項目については、緊急的に取組が必要な項目

①木材等を供給する「川上」の取組

森林循環サイクルの確立

短

期

『植える』

◆植林計画の策定

人工林については、主伐後の植林について将来の森林像を踏まえながら、適地の判

断、植林する樹種（針葉樹・広葉樹）等の検討を行うとともに、森林整備計画に基

づき計画的な植林を推進していくため、中期の植林計画を策定します。

天然林については、薪や木炭等の木質バイオマスエネルギーやきのこほだ木、家

具など用途に応じた樹種の植林について検討します。

『育てる』

◆間伐・路網整備計画の策定【★】

森林の荒廃を防止するため、国県等補助事業を有効活用しながら、積極的な間伐

を行っていくため、５年程度の短期の間伐及び路網整備計画を更新します。

また、その後も継続して効率的な間伐と低コスト施業を行うために、概ね 30 年間

において、間伐を実施すべき地域及び利用方法等について、中期の間伐及び路網整

備計画を策定します。

◆間伐の促進【★】

公有林については、国県等補助事業を有効活用しながら、森

林整備計画に基づき、保育のための間伐を適期に実施します。また、間伐材につ

いては、林地に伐り捨てせず、有効活用できるよう努めます。

私有林については、林業の再生に向けた取組及び間伐の重要性を市民に周知しな

がら、国県等補助事業の積極的活用を促すとともに、森林所有者の負担軽減に向け

た市独自の補助制度についても見直しを検討するなど、間伐を促進します。

天然林については、必要に応じて天然林改良（間伐）を促進するとともに、間伐

材の利用を促進します。

◆路網整備の促進【★】

将来実施する主伐から植林まで視野に入れながら、林道や作業道を組み合わせた

林内路網の計画的整備、高性能林業機械に対応した路網の整備を行うことによる効

率化及び低コスト施業を促進します。

『伐る』

◆主伐計画の策定

人工林については、木材の安定供給と低コスト施業を行うため、現在伐期が到来

している林地について、概ね 30 年間の中期の主伐計画を策定します。

また、更新伐等による複層林化（針広混交林）についても検討します。



- 31 -

◆天然林伐採の促進

天然林については、薪や木炭など木質バイオマスエネルギーをはじめ、きのこほ

だ木、家具等への幅広い活用に向けて、伐採を促進します。

『共通事項』

◆森林経営計画の策定の促進【★】

「植える・育てる・伐る」の取組において森林経営計画の策定は重要であること

から、主伐を含めた森林経営計画の策定を促進します。

◆公有林権利関係の調整・確定【★】

公有林については、早急に権利関係を確定し、台帳等の整備を進めます。

今後、権利関係を調査し、明確にすることにより、伐期の到来している公有林の

主伐を進めます。

◆不明瞭な林地境界の調査【★】

集約化施業による低コスト林業を推進するにあたり、森林境界の明確化が必要で

あり、国土調査事業の推進を図ります。

◆補助制度等の検討【★】

私有林については、主伐、植林、保育作業の促進を図るため、森林環境譲与税を活

用した市独自の補助事業等の検討を行います。

◆低コスト化施業の促進

森林組合等との連携により、団地化及び森林経営の集約化を図るとともに、森林

施業において高性能林業機械の導入を促進し、効率化及び低コスト施業での積極的

な森林整備を促進します。

◆カーボン・オフセットの継続と更新の検討

間伐や保育などの実施による二酸化炭素吸収にかかるカーボン・オフセットを継

続しながらも効果を検証し、次期プロジェクト更新の可否について検討します。

中

期

『植える』

◆植林の促進

人工林については、間伐時に整備した作業路網を有効活用し、主伐後の植林作業

の効率化を図るとともに、植林を促進します。

天然林については、樹種や植林場所の検討結果に基づき、必要により用途に応じ

た樹種の植林を促進します。

◆中期植林計画の見直し

５年に一度見直しを実施し、森林循環サイクルの確立を目指します。

『育てる』

◆間伐の促進

人工林については、中期間伐計画に基づき、間伐未実施林の継続した間伐を促進

します。

併せて作業路網の継続した整備を促進します。

天然林については、必要に応じた天然林改良を継続して促進します。
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◆保育作業の促進

新植林地については、良質な地元産スギ材の育成に向けて、森林整備計画に基づ

き生長度合を勘案した適期の保育作業を促進します。

◆中期間伐・路網整備備計画の見直し

５年に一度見直しを実施し、森林循環サイクルの確立を目指します。

『伐る』

◆主伐の促進

人工林については、間伐作業時に整備した作業路網を有効活用し、中期主伐計画

に基づいた主伐を促進します。

天然林については、広葉樹を活用した製品への素材の安定供給を図るため、継続

した伐採を促進します。

◆中期主伐計画の見直し

５年に一度見直しを実施し、森林循環サイクルの確立を目指します。

『共通事項』

◆不明瞭な林地境界の解消

林地境界の明確化作業の継続実施により、全ての林地境界の明確化を図ります。

長

期

『植える』『育てる』『伐る』

◆主伐、植林、保育作業の継続実施

中期森林整備計画に基づき、「植える・育てる・伐る・使う」の森林循環サイクル

が継続して実施されるよう促進します。

<植える>

<育てる><伐る>
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良質材の生産と安定供給体制の確立

短

期

◆安定供給体制の構築

団地化、集約化など低コスト生産や低コスト輸送によるコスト縮減を図り、効率

的な収集運搬体制づくり、素材の安定供給体制づくりを推進します。

◆良質林地の把握・データベース化

人工林については、公有林の整備状況及び良質林地を把握できるようデータベー

ス化を進めます。また、私有林についても生産森林組合などの管理体制が整ってい

る林地から、データベース化を進めます。

天然林については、資源を有効活用するため、利用可能な資源の把握、搬出可能

な林地の把握ができるよう地図化及びデータベース化を進めます。

◆近隣市町村との連携体制の強化

木質バイオマスエネルギー等による大幅な消費拡大に対する安定供給体制を確保

するため、隣接する市町村との連携を図りながら、広域的な林業について検討しま

す。

中

期

◆良質林地の把握・データベース化の継続実施

人工林・天然林とも継続して、林地情報のデータベース化及び地図化を進めます。

長

期

◆良質材の生産

森林循環サイクルの確立により、新たな植林、適正な保育の実施による良質材の

生産と安定供給体制の構築を推進します。

生産基盤の整備と所得の向上

短

期

◆森林所有者への啓発活動【★】

森林所有者が森林に価値を見い出し、森林経営意欲の増進に繋がるよう啓発活動

を実施します。

中

期

◆森林所有者への啓発活動の継続実施

森林所有者の森林経営意欲の増進を図っていくため、継続して啓発活動を実施し

ます。

長

期

◆森林所有者の自発的な森林管理及び森林経営の推進

低コスト化施業推進などによる森林資源を活用した所得向上が図られることによ

り、森林所有者自ら森林管理を行い、積極的な森林経営を行えるよう推進します。

関連産業の雇用の拡大

短

期

◆他業種の林業への参入促進

他業種が培ってきた技術等活用した作業道等の開設、素材生産の拡大など林業事

業者と他業種との連携を促進します。
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②木材等を流通・加工する「川中」の取組

◆人材の育成と確保

提案型集約化施業を促進しながら、適切な森林の維持管理をしていくために、森

林施業プランナーなどの森林管理の専門家の育成を推進します。

併せて高性能林業機械の導入による、林業従事者の労働環境の改善を図るととも

に、オペレーターの育成を推進します。

また、間伐、路網整備による森林施業の拡大により、雇用の拡大を図ります。

中

期

◆森林施業の増加に伴う雇用の拡大

植林から主伐までの長期にわたる受託体制の構築を図るとともに、中長期森林整

備計画に基づく主伐、植林、保育作業の増加による林業従事者の雇用の拡大を図り

ます。

安定供給体制の確立とブランド化への取組

短

期

◆「川上」「川下」関係機関との連携強化【★】

需要と供給のつなぎ役である「川中」として、素材生産者である「川上」と消費

する「川下」との連携を図り、スムーズな流通体制の構築を推進します。

◆木質バイオマスエネルギー供給体制の構築【★】

薪・木質ペレット・バイオマス発電などの木質バイオマスエネルギー活用に向け

て供給体制の整備を推進します。

薪・木炭については、木質バイオマスエネルギーの活用促進を図ることによる需

要の増加に備えて生産組織等の強化と担い手育成を推進します。

◆ストックヤードの整備検討

建材のみでなく、丸太、薪、木炭等の保管場所と販売を統合した、総合的なスト

ックヤードの整備を検討します。

併せて、市内の消費だけではなく、市外に向けた販路拡大における取組として、

県産材木材市場等への供給を検討します。

また、供給側と需要側双方への情報提供などにより、供給された木材の質や量に

応じた木材流通の仕組みづくりを推進します。

◆付加価値の検討

自然乾燥は、材の色艶が良くなる、内部割れや狂いが少なくなるなどの利点があ

り、需要も増加していることから、地元産スギ材の付加価値の一環として自然乾燥

材の取組を検討します。

中

期

◆ストックヤードの運営、ブランド化への取組

整備されたストックヤードの適正な運営により、良質材の生産と「越後杉ブラン

ド」として地元産スギ材の安定供給体制の確立に努めるとともに、積極的な発信を

行いブランド化への取組を進めます。
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③木材等を消費する「川下」の取組

長

期

◆地元産木材の安定供給、ブランドの確立

森林循環サイクルの確立により、良質のスギ材が安定供給されることにより、「魚

沼杉」としてのブランドの確立を図ります。

販路の拡大と関連産業の雇用の拡大

短

期

◆間伐材の活用と販路拡大の検討

出口部分強化の一環として間伐材の有効活用を推進するとともに、コシヒカリの

ブランド力を活かし、米と関連性のある木工製品の開発や家具など新たな分野での

製品開発による販路拡大に向けて検討します。

薪や木炭については、木質バイオマスエネルギーの活用促進を図ることによる需

要の増加に備えて生産組織等の強化と担い手育成を推進します。

◆多様な製品ニーズへの対応の検討

きのこほだ木や家具等への利用など、多様な製品ニーズに対応できるよう検討し

ます。

◆伝統技術継承に向けた取組の検討

林業に係わる伝統技術の継承及び普及を目的とした講習会の開催や、インターネ

ットを活用した販売及び情報の発信にむけたパソコン講習会等の開催を検討し、技

術の継承に向けた取組を推進します。

中

期

◆ストックヤード運営による雇用の確保

整備されたストックヤードの適正な運営による雇用の拡大を図ります。

地元産木材の利用の定着

短 ◆公共施設等への地元産木材の利用の促進 【★】

<薪作成作業> <モデル事業により自然乾燥中の製品>
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期 子どもたちが木材に直接触れる幼稚園、保育園、小中学校等をはじめ公共施設に

はできるだけ地元産木材を使用して木質化を進めるとともに、机・椅子などの備品

類についても、地元産木材の利用を推進します。

また、土木工事等においても地元産木材の利用を推進します。

◆一般住宅への地元産木材の利用の促進

一般個人住宅等への地元産木材を活用していくための方策として、地元産木材を

活用して建設することの意義等を市民に周知していくとともに、設計士、工務店、

関係団体等と連携を図りながら、魚沼市産材家づくり補助金を活用して、地元産木

材の利用を促進します。

中

期

◆公共施設等への地元産木材の利用の継続

木質化が可能な施設について、引き続き可能な限り地元産木材を利用し、消費拡

大に努めるよう推進し、地元産木材の利用の定着を図ります。

◆一般住宅への地元産木材の利用の継続

一般住宅等への木材の利用について、継続して地元産木材の利用の促進を図り、

消費拡大に向けて、地元産木材の利用の定着を図ります。

◆市外への流通の促進

地元での消費だけでは消費拡大に限界があることから、市外に向けた販路の拡大

や、流通を促進します。

木質バイオマスエネルギーの利用の定着

短

期

◆木質バイオマスエネルギーの利用の促進 【★】

人工林（針葉樹）の間伐等により今まで林地に伐り捨てられていた間伐材や、利

用がされてこなかった天然林（広葉樹）などの未利用資源の利用を図るため、木質

バイオマスエネルギーへの利用を促進します。

<魚沼市消防署 上条出張所事務室内>
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また、薪、木質ペレット、木炭などの木質バイオマス燃料の普及を図るため、公

共施設への木質バイオマス燃料によるボイラー・ストーブの導入の推進を図るとと

もに、一般住宅等への木質バイオマスエネルギーを利用した機器等の普及を促進し

ます。

中

期

◆木質バイオマスエネルギーの利用の拡大

未利用資源の継続した利用を図るため、木質バイオマスエネルギーの利用の拡大

を図るとともに利用の定着を図ります。

林内副産物の利用の促進

短

期

◆林内副産物の利用の促進の検討

山菜やきのこなどの林内副産物の利用の促進を図るため、生産や加工に関わる体

制の強化を図り、関連産業の活性化に向けて検討を進めます。

<木質ペレット> <キノコホダ木>
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短 期（10 年）

川上

計画

間伐

主伐

植林

共通

天然林

・ 間伐の促進

・ 補助制度等の検討

・ 低コスト化施業の促進

・ 安定供給体制の構築（近隣市町村との連携含む）

・ 間伐の拡大

・中長期（植林、間伐、路網、主伐）

計画の策定

完 了

・ 短期間伐計画の策定

・ 短期路網整備計画の策定

・森林認証制度（加工含む）導入の検討 完 了

・ 路網整備の促進

・ 不明瞭な林地境界の調査

・ 公有林権利関係の調整・確定

・ 良質林地の把握・データベース化

・ 人材の育成と確保

・ 他業種の林業への参入促進

・ 森林所有者への啓発活動

・ 路網整備の拡大

・樹種、植林場所の選定及び検討

・ 天然林伐採の促進

完 了

・ 林地情報の把握、データベース化及び資源の地図化

・ 天然林改良の検討、実施

完 了

・ カーボン・オフセットの導入 完 了

・ 森林経営計画の策定の推進
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中 期（10 年～30 年） 長 期（50年） 100 年後

・間伐の促進
・間伐の継続

・主伐の継続・主伐の促進

・中長期（植林、間伐、路網、主伐）計画の見直し

森

林

・

林

業

再

生

○5年に一度見直しを実施し、森林
循環サイクルの確立を目指す

・植林の促進 ・植林の継続

○短期の取組をサイクル

で回していく

・保育の継続

・路網整備の拡大

・良質林地の把握・データベース化継

続

・不明瞭な林地

境界の解消

・森林所有者への啓発活動継続実施

・林地情報のデータ

ベース化及び資源

の地図化

・広葉樹の活用に向けた伐採推進

・広葉樹の伐採推進

・天然林改良の継続実施

完 了

完 了

・路網整備の拡

大継続

・森林施業の増加に伴う雇用

の拡大

・良質材の生産

・森林所有者

の自発的な

森林管理及

び森林経営

の推進

・保育の促進
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短 期（10年）

川中

川下

・ストックヤードの整備検討

（針葉樹・広葉樹）

・付加価値の検討

・「川上」「川下」関係機関との連

携強化

・間伐材の活用と販路拡大の検討

・林業に係わる伝統技術継承に向

けた取組の検討

・木質バイオマスエネルギー供給

体制の構築

・多様な製品ニーズへの対応の検討

・木質バイオマスエネルギー

の利用の促進

・ 公共施設等への地元産木材の利用の推進

・ 一般住宅への地元産木材の利用の促進

・木質バイオマスエネルギーの利

用の促進（針葉樹・広葉樹）

・カーボン・オフセットの導入

・ストックヤードの整備と販

路拡大

・伝統技術補完及び発展 完 了

・林内副産物の利用の促進の検討 完 了

・販路拡大の推進
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中 期（10 年～30 年） 長 期（50年） 100 年後

・ストックヤ

ードの運

営による

雇用の確

保

・木質バイオ

マスエネル

ギーの利用

の拡大

・公共施設への地元産木

材の利用の継続

・一般住宅への地元産木

材の利用の継続

・市外への流

通の促進

森

林

・

林

業

再

生

・地元産木材

の安定供給

ブランドの

確立

・ブランド化

への取組
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４ その他

(1) 中長期方針の進行管理

中長期の方針を推進していく中で、方針に沿った取組を進めていくための計画を策

定し、実行していくとともに、計画どおり行われているかの進行管理を行う必要があ

ります。

また、本方針は長期にわたることから、長期的に進行をチェックする組織体制を検

討していく必要があるため、魚沼市森林整備委員会をはじめ、林業に関係する既存の

協議会など、組織の統合も併せて検討するとともに、社会情勢の変化などにより、見

直し等の必要性が生じた場合には、必要に応じて方針の修正を図っていきます。

<魚沼市森林整備委員会>

<魚沼の山の利用を考える懇談会>

<緑の分権改革推進会議>

<「魚沼の森」未利用資源活用協議会>
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１ 森林の有する多面的機能

森林は木材、木質バイオマス燃料、紙等の木を利用することで得られる恵みや災害の

防止、水の提供といった生活を守る恵みなど、様々な恩恵をもたらしてくれますが、こ

れを維持していくために森林を適切に整備・管理していく必要があります。新潟県では、

森林整備及び保全に関する基本的方針として次の８つの機能と基本的事項を定め、各機

能のうち重視する機能を高度に発揮させるよう望ましい森林の状態を目指した適切な森

林施業を実施することとしています。

機能の区分 主な働き 望ましい森林の状態

①水源かん養機能 土壌への降水や融雪水の浸

透を促進することなどによ

り、ピーク流量を低減して

洪水を調節するとともに渇

水を緩和する働き

下層植生とともに樹木の根が

発達することにより、水を蓄

えるすき間に富んだ浸透・保

水能力の高い森林土壌を有し

ている

②土砂災害防止・土壌

保全機能

自然現象等による土砂災害

の発生を防止する働き

下層植生が生育するための空

間が確保され、適度な光が射

し込み、下層植生とともに樹

木の根が深く広く発達した土

壌を保持している

③ 快適環境形成機能 自然現象等による飛砂、潮

害等を防止するとともに、

風や騒音などの調節、大気

の浄化など、快適な生活環

境を保全・形成する働き

樹高が高く枝葉が多く茂って

いるなど遮へい能力や汚染物

質の吸着能力等が高く、諸被

害に対する抵抗性が高い

④保健・レクリエーシ

ョン機能

森林とのふれあいを通じ

て、憩いや学びの場を提供

する働き

多様な樹種等からなり、住民

等に憩いと学びの場を提供し

ている

⑤文化機能 森林の景観等を通じて、歴

史、文化、学術等の振興に

寄与する働き

史跡・名勝等と一体となって

潤いのある自然景観や歴史的

風致を有している

⑥生物多様性保全機能 森林生態系を構成する多様

な生物の生育・生息の場を

提供する働きで、全ての森

林が有する

多様な生物が生育・生息でき

る、安定した森林生態系が形

成されている

⑦地球環境保全機能 二酸化炭素の固定、蒸散作

用等が保たれることによっ

て発揮される働きで、全て

県域を超えた広範囲にわたる

森林の働きにより、気象・気

候等の良好な環境が維持され

【参考資料】
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２ 用語

【あ】

・うっ閉

隣り合う立木の枝葉が触れ合って、日光が直接地面まで届かなくなるような状態に

なること。

・枝打ち

節のない木材の生産、下層植生の成長促進、病害虫の防止や雪害の防止を目的に、

樹木下部の不要な枝を切り落とす作業。

・FSC

森林認証制度のひとつ。ＦＳＣ森林認証は、国際的な非営利団体である森林管理協

議会が、環境的に適性で、社会的な利益にかない、経済的にも継続可能な方法で管理

された森林を認証する制度。

【か】

・カーボン・オフセット

人間の活動で発生した二酸化炭素などの地球温暖化の原因となるガスを、森林整備

などでその分を吸収し、相殺させること。

・下層植生

林床に生える下草のこと。

・間伐

林冠がうっ閉し、立木間の競争が生じ始めた森林において、主に目的樹種の一部を

伐採する方法。

・強度間伐

通常の間伐は 20～30％程度で実施するが、40％以上の割合で行う間伐。

・高性能林業機械

従来のチェーンソーや刈払機等の機械に比べて、作業の効率化、身体への負担軽減

等、性能が著しく高い林業機械（プロセッサ、ハーベスタ、フォワーダなど）。

・公社（農林公社）

民有林の造林を推進するために県・市町村・林業関係者等が出資者となって設立し

た法人で、土地所有者と分収契約を結び造林（育林）を行うことを主な事業としてい

る。

・公団（旧森林開発公団：現独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センター）

の森林が有しており、特定

の地域のみで発揮されるも

のでない

ている

⑧木材等生産機能 薪・木炭などのバイオマス

エネルギーや木材等の林産

物を持続的、安定的かつ効

率的に供給する働き

林木の生育に適した土壌を有

し、木材等として利用するう

えで良好な樹木により構成さ

れ、成長量が比較的高い
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森林資源、農業資源の保全及び利用を図ることが必要な地域を対象とし、水源林造

成及びこれと一体とした農用地整備を行い、農林業の進行及び森林・農用地の公益的

機能の発揮を目的にした特殊法人。公団造林とは、保安林を対象として当公団が造林

者となって行う分収造林である。

・公有林

地方公共団体又はその一部に属する森林で都道府県有林、市町村有林、財産区有林

がある。

・国有林

国が森林所有者である森林及び部分林（国有地に国以外の者が造林した分収林）で

ある森林。

・混交林

性質の異なった２種類以上の樹種（針葉樹と広葉樹など）が混じって生育する森林。

【さ】

・COC

森林認証制度のひとつ。ＣＯＣ森林認証は、認証森林の林産物を材料とした製品が、

森林から消費者に届くまでの過程のこと（製造・加工・流通といったすべての流れを

含む）で、認証された森林から伐りだされた製品と、認証されてない森林からの製品

が、流通過程のいかなる時点でも混ざり合っていないことを管理・保証するもの。

認証森林から生産される木材を製品として販売するには流通にかかわるすべの組織

が認証を取得する必要がある。

・私有林

私的な所有林で国有林、公有林以外の総称。社寺、会社、財団、社団、組合、共有、

個人などがある。

・蒸散作用

植物が根から吸った水分を葉から水蒸気として大気中に発散すること。

・森林認証

適正に管理された森林から産出した木材などに認証マークを付けることによって、持

続可能な森林の利用と保護を図ろうとする制度。

・資源賦存量

理論的に導きだされた総量。資源を利用するにあたっての制約などは考慮に入れない

ため、一般にその資源の利用可能量を上回ることになる。

・主伐

利用できる時期（伐期）に達した立木を伐採すること。

・人工林

おもに木材の生産目的で人の手で育てられている森林。日本の人工林のほとんどは

スギ、ヒノキ、カラマツなどの比較的成長が速く、建築資材等に利用できる針葉樹林

となっている。

・森林施業プランナー

地域森林管理経営の中心的役割を担う者：路網設計・間伐方法等の森林施業方針、施業

の事業収支を示した施業提案書の作成を行い、森林所有者との合意形成、コスト分析、木
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材販売等を担う。

【た】

・地理情報システム

地理情報システム（GIS：Geographic Information System）は、地理的位置を手が

かりに、位置に関する情報を持ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加工し、

視覚的に表示し、高度な分析や迅速な判断を可能にする技術である。

・提案型集約化施業

効率的に路網を整備するためには、小規模な林地を面的に取りまとめる必要があり、

森林所有者へ路網整備を含めた「提案」を行い、林地を「集約化」する地域森林管理

の実現方法。

・天然林

主として自然の力によって成り立った森林。周囲の樹木から運ばれてきた種子が発

芽・成長して森林が形成・維持されているため、一般的には多様な種類や年輪が入り

混じっている。また、天然林は人の手が入っていないということではなく、経済的な

価値のある樹木を育てるために伐採や苗木の植栽などの人の手が入っても、成立の過

程が主として自然の力によるものである場合は天然林という。

【は】

・分収林契約

森林所有者、造林、保育実施者、費用負担者の３者または２者で契約を結び、伐採

時にその収益を分け合う契約。

・ピーク流量

ひとつの洪水の最大流量。洪水時に、河川の適当な場所で流量を計測するか、ある

いは洪水の痕跡を調査し、その最高水位より推定して得られる。

・複層林

樹齢や樹高の異なる樹木で構成され、樹冠の部分が何層にも分かれている林。

【ま】

・緑の少年団

小中学生を対象として、自然と親しみ、緑を守り、緑の分権改革を育てる愛護の思

想を啓発し、自ら社会を愛する心豊かな人間に育っていくことを目的とする団体。

・民有林

国有林以外の森林。

・木質バイオマス

バイオマス（動植物から生まれた再生可能な有機資源。森林資源では間伐材などの

木くずなどがある。）のうち、樹木に由来するバイオマス。木質バイオマスには、建築

用材や加工用木材、紙パルプ、薪や炭などの現在利用されているもののほか、林地残

材、製材工場から発生する端材、剪定枝、流木、住宅解体材等の未利用の木質バイオ

マスもある。

【ら】

・路網

素材を搬出するために、林内で作業するために作る作業道。
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【素材】

・Ａ材、Ｂ材、Ｃ材、Ｄ材

木材を品質（主に曲がりなどの形状）や用途によって分類する際の通称。基本的に、

Ａ材は製材、Ｂ材は集成材や合板、Ｃ材はチップや木質ボードに用いられる。Ｄ材は搬

出されない林地残材などをいい、木質バイオマスエネルギーの燃料などとして利用する

ことが期待されている。
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